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(百万円未満切捨て)

１．2023年３月期第１四半期の業績（2022年４月１日～2022年６月30日）

（１）経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2023年３月期第１四半期 653 25.6 31 137.5 31 137.5 19 271.5
2022年３月期第１四半期 520 ― 13 ― 13 ― 5 ―

　

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2023年３月期第１四半期 0.80 0.80

2022年３月期第１四半期 0.22 0.22
　

（２）財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2023年３月期第１四半期 825 422 47.7

2022年３月期 802 450 52.7
(参考) 自己資本 2023年３月期第１四半期 393百万円 2022年３月期 422百万円

　

　

　

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2022年３月期 ― 0.00 ― 2.00 2.00

2023年３月期 ―

2023年３月期(予想) 0.00 ― 2.20 2.20

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ：無
　　

３．2023年３月期の業績予想（2022年４月１日～2023年３月31日）

(％表示は、対前期増減率)

営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 110 110.3 110 110.3 68 34.9 2.85

(注)直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ：無
　

　　



※ 注記事項

（１）四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無
　

　

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

　① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

　② ①以外の会計方針の変更 ： 無

　③ 会計上の見積りの変更 ： 無

　④ 修正再表示 ： 無
　

　

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む)
2023年３月期１

Ｑ
23,839,800株 2022年３月期 23,839,800株

② 期末自己株式数
2023年３月期１

Ｑ
3,650株 2022年３月期 3,650株

③ 期中平均株式数（四半期累計）
2023年３月期１

Ｑ
23,835,578株

2022年３月期１

Ｑ
23,695,888株

　

　

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると
判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。
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１．四半期財務諸表及び主な注記

（１）四半期貸借対照表

(単位：千円)

前事業年度
(2022年３月31日)

当第１四半期会計期間
(2022年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 471,836 481,494

受取手形及び売掛金 237,839 248,676

未成工事支出金 9,439 10,145

貯蔵品 3,484 3,438

立替金 1,221 674

前払費用 9,592 16,968

その他 18,093 15,460

貸倒引当金 △95 △100

流動資産合計 751,413 776,758

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 4,744 4,610

工具、器具及び備品（純額） 8,666 8,527

有形固定資産合計 13,410 13,138

無形固定資産

ソフトウエア 850 729

無形固定資産合計 850 729

投資その他の資産

差入保証金 9,661 9,661

破産更生債権等 8,194 8,194

長期前払費用 8,660 7,959

繰延税金資産 18,101 16,889

その他 35 35

貸倒引当金 △8,194 △8,194

投資その他の資産合計 36,458 34,545

固定資産合計 50,719 48,413

資産合計 802,132 825,172

負債の部

流動負債

買掛金 174,403 198,226

未払金 15,667 40,724

未払法人税等 14,734 11,810

賞与引当金 42,121 36,323

役員賞与引当金 - 2,874

その他 104,743 112,555

流動負債合計 351,670 402,516

固定負債

長期未払金 - 40

固定負債合計 - 40

負債合計 351,670 402,556
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(単位：千円)

前事業年度
(2022年３月31日)

当第１四半期会計期間
(2022年６月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 83,472 83,472

資本剰余金 48,990 48,990

利益剰余金 289,862 261,357

自己株式 - △14

株主資本合計 422,325 393,805

新株予約権 28,136 28,810

純資産合計 450,462 422,615

負債純資産合計 802,132 825,172
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（２）四半期損益計算書

第１四半期累計期間

(単位：千円)
前第１四半期累計期間
(自 2021年 4月１日
　至 2021年 6月30日)

当第１四半期累計期間
(自 2022年 4月１日
　至 2022年 6月30日)

売上高 520,187 653,264

売上原価 292,951 388,874

売上総利益 227,235 264,389

販売費及び一般管理費 213,814 232,514

営業利益 13,421 31,874

経常利益 13,421 31,874

特別利益

新株予約権戻入益 - 322

特別利益合計 - 322

税引前四半期純利益 13,421 32,197

法人税、住民税及び事業税 132 11,810

法人税等調整額 8,127 1,212

法人税等合計 8,259 13,022

四半期純利益 5,161 19,174
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（３）四半期財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

　 該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

前第１四半期累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年６月23日
定時株主総会

普通株式 42,641 1.80 2021年３月31日 2021年６月24日 利益剰余金

２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

当第１四半期累計期間(自 2022年４月１日 至 2022年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年６月22日
定時株主総会

普通株式 47,679 2.00 2022年３月31日 2022年６月23日 利益剰余金

２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

（会計方針の変更）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日。以下「時価算定

会計基準適用指針」という。）を当第１四半期会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27－２項

に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用する

ことといたしました。これによる四半期財務諸表への影響はありません。

　


